
2003年度期　京都労働学校（夜間）　「労働法」（前半）

第６回「労働契約２（解雇規制）」

2003.11.07. 　佐藤敬二

　

はじめに
第５回（就業規則）：平成10年の法改正を素材に

　第６回（解雇規制）：本年６月に成立した法改正（来年１月１日施行）を素材に

　第７回（契約期間・労働条件の明示）：平成10年と本年の法改正を素材に

＊本日の講義テーマ：変更解約告知によるリストラは許されるのか？

１．具体例から（［資料１］参照）

　1)「変更解約告知」とは何か

　2)背景：使用者による、労働条件の一方的引き下げ、解雇、共に困難

　　　　　→労働者の選択による、とするため

　3)以下、解雇は困難であることを解説した上で、変更解約告知の是非を検討する

２．リストラと労働契約終了

　1)「リストラ」

　2)退職（労働者からの解約）と解雇（使用者からの解約）

      1.退職：合意解約、退職勧奨、退職強制（いじめ、村八分、隔離部屋）

　　　　　行きすぎた退職勧奨は不法行為を構成　

cf.下関商業高校事件　最一小判　昭55.7.10.　労判345-21

　    2.解雇（→以下）

　3)その他の労働契約終了事由

      とりわけ、定年（←年齢差別との批判が強くなっている）

３．解雇法制

  1)退職の自由と解雇の「自由」

  　　1.民法 627条

　　　2.退職の自由　cf.憲法２２条「職業選択の自由」

　2)解雇規制

1.解雇の自由を一般的に制限する規定はなく、個別に制限する

      2.法律による制限（労基法19条、20条、21条、3条、89条、労組法7条等）

　3)解雇規制の判例法理

  　　1.解雇権濫用法理による制限　cf.民法１条２項

　　　　→権利濫用は本来は例外的に認められるものであるが、解雇規制の場においてはその範囲が広く認められ、解雇には正当事由が必要であるとする立場と同一

　　　2.解雇の正当事由（合理的理由）

     　　 1)職務遂行能力の欠如

　　　　　　　ただし使用者は、能力向上のための手段をつくし、

　　　　　　　　　　　　　　　　cf.セガ事件　東京地決　平11.10.15　労判770-34

他の代替職務につけるなどの手段をとること

　cf.片山組事件　最一小判　平10.4.9.判時1639-130

              背景：日本的雇用慣行

　　　2)非行行為　cf.懲戒解雇

　　　3)経営上の理由（→以下の「整理解雇」）

  4)整理解雇

  　　1.整理解雇とは

　　　経営者側の責任、大量、再就職困難

cf.諸外国の解雇規制

  　　2.わが国での解雇規制    cf.東洋酸素事件　東京高判　昭54.10.29　労判330-71

  　　　　1)人員整理が必要

  　　　　2)解雇回避努力義務を尽くした

  　　　　3)被解雇者選定基準が合理的･客観的であり、適用も合理的かつ客観的

  　　　　4)組合との協議などの労働者への事情説明という手続きを踏んだこと

　5)2003年法改正（2004年1月1日施行）（［資料２］参照）

　　　1.解雇の一般的規制

　　　　　1)内容

          2)趣旨：判例法理を立法化

　　　　　3)立法経過（［資料３］参照）

      2.その他

1)就業規則記載の退職に関する事項に解雇事由も明示

          3)解雇理由証明書の交付

　　　3.付帯決議
４．変更解約告知

　1)内容

　　　1.趣旨

　　　2.裁判例の状況

　　　3.ドイツ法制

　2)諸見解

　　　1.賛成説

　　　2.条件付賛成説　　e.g.整理解雇と同一の要件

　　　3.反対説
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労働基準法の解説としては、
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　法改正の解説としては、ジュリスト最新号（1255号・2003年）が特集

PAGE  
1

